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ワンポイント

6 2022（令和4年）

確定拠出年金の加入可能年齢の引き上げ
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6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE
21日・春分の日

国　税／5月分源泉所得税の納付 
 6月10日
国　税／所得税の予定納税額の通知 
 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告 
 6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の

消費税等の中間申告
（年3回の場合） 6月30日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届
（市町村役場に提出） 6月30日

　企業の高齢者雇用の状況に応じたより柔軟な制度運営を可能と
するなどの観点から、令和4年5月より加入可能年齢が変わりました。
企業型DC（企業型確定拠出年金）は70歳未満であれば加入者とす
ることができ、またiDeCo（個人型確定拠出年金）は65歳未満にそ
れぞれ引き上げられています。
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意匠制度

　身の回りの製品には様々
なデザインがあり、魅力的
なデザインであるほど市場
での競争力は高まります。
一方で、デザインは模倣さ
れやすいものであるので、
市場競争力の高いデザイン
については保護や利用につ
いてのルールを定めておく
必要があります。
　物品の形状・模様・色彩
やこれらを組み合わせたも
ので、視覚を通して美感を
起こさせるものを「意匠」
といいます。新たに創作さ
れた意匠を創作者の財産と
位置づけて保護することで、
意匠の創作の奨励と産業の
発達につながるとの考えで、
意匠制度が作られました。
なお、物品の一部分のデザ
インも、意匠に含まれます。
　日本の意匠制度は、明治
21年に「意匠条例」が公布
されたことから始まり、翌
年には「織物縞」が意匠登
録第1号として登録されま
した。1900年代前半には、
渦巻線香や電話機など、今
でも目にするようなものが
意匠登録されています。そ
の後、国際条約への加入や
経済情勢の変化に伴う改正
が繰り返され、昭和35年
に現行の意匠法が施行され
ました。

意匠登録

　創作した意匠を保護して
もらうためには、特許庁に

意匠登録出願をします。特
許庁では、出願された意匠
が登録できるかの審査を行
います。登録されるには、
工業上利用できる意匠であ
るか、新規性や創作非容易
性があるか、などの要件が
あります。公序良俗に反す
るおそれのある意匠や、他
人の業務に係る物品などと
混同するおそれのある意匠
など、公益的な見地から意
匠登録を受けられないもの
もあります。もし2人以上
の人から同一や類似の意匠
について出願があった場合
は、最も早く出願した人だ
けが登録を受けることがで
きます。
　審査によって登録が認め
られた場合、出願人が登録
料を納めれば意匠権の設定
が登録され、意匠公報が発
行されます。現在の意匠権
の存続期間は、意匠登録出
願の日から最長25年です
が、平成19年4月1日から
令和2年3月31日までに出
願されたものは最長20年、
平成19年3月31日以前に
出願されたものは最長15
年になっています。登録料
は、最初の3年間は毎年
8,500円で、それ以降は毎
年1万6,900円です。

意匠法の改正

　昭和35年に現行の意匠
法が施行されましたが、こ
れまでに何度か改正されて
おり、最近では令和元年に
改正され、令和2年4月1

日から施行されました（一
部の改正項目については令
和3年4月1日施行）。
　これまで保護の対象とな
る意匠は、物品に限られて
いました。これが改正後は
画像や建築物、内装のデザ
インについても、保護の対
象となりました。これは、
IoTやAIといった新しい
技術が発展し、デザインの
対象や役割が広がったため、
保護の対象も見直しがされ
たことが背景にあります。
保護の対象が物品以外のも
のに広がったことは、明治
以来の大改正といえます。
Web業界や建築業界など、
これまで意匠法とあまり関
係のなかった業界にとって
は、自社が作成・建築した
ものが他社の意匠権を侵害
していないか、注意をする
必要があるでしょう。
　登録されている意匠と似
たようなデザインを後から
出願しても権利化はできま
せんが、自分の登録意匠と
似たデザインを後から出願
することは認められていま
した。これを「関連意匠制
度」といいますが、従来は
最初のデザイン（本意匠）
の出願から約8か月間しか
認められていませんでした。
　これが改正により、関連
意匠の出願期間が、本意匠
の出願から10年間に延長
されました。これにより、
企業が同一コンセプトの商
品を長期的に展開しやすく
なりました。

意匠法



3─6月号

制度の仕組み

　企業がリコール隠しや産
地偽装などの違法行為を行
なっていた場合、そのよう
な違法行為が明るみになる
きっかけの多くは内部の労
働者や取引先などからの通
報、つまり内部告発による
ものです。ただ、違法行為
を通報した人が、通報した
ことによって企業から不利
益な取り扱いを受ける恐れ
があります。
　そこで、公益のために通
報を行った労働者を保護
し、国民の生命・身体・財
産を保護する目的で、平成
16年に「公益通報者保護
法」が成立し、公益通報者
保護制度が始まりました。

対象となる公益通報

　保護の対象となる人は、
企業の「労働者」です。労
働者には正社員や公務員、
派遣労働者、アルバイト、
パートタイマーだけではな
く、取引先の社員やアルバ
イトなども含まれます。
　通報する内容は、刑法や
食品衛生法など、特定の法
律に違反する犯罪行為や最
終的に刑罰につながる行為
です。令和元年7月現在で、
470の法律が対象になって
います。逆に対象でない法
律に違反していることを通
報しても、通報者は保護の
対象になりません。

通報先と通報者の保護

　公益通報の通報先は、①
事業者（労務提供先）、②
行政機関、③その他の3つ
があり、それぞれ保護され
るための要件があります。

①　事業者に対する通報
は、対象となる事実が生
じているか、まさに生じ
ようとしていると思われ
ることが要件となります。
まさに生じようとしてい
る状態とは、発生する直
前のみを意味するのでは
なく、実行日まで間が
あっても誰がいつ、どこ
でやるといったことが社
内で確定しているような
場合も含まれます。
②　行政機関に対する通報
は、裏付けとなる証拠や
関係者による信用性の高
い供述などの根拠が必要
になります。これを「真
実相当性」といいます。
③　その他の通報先は、報
道機関や消費者団体、労
働組合などがあります。
ただしライバル企業など
は除かれます。これらの
通報先へ通報する場合、
真実相当性だけではなく、
事業者から公益通報をし
ないように要求された場
合や証拠隠滅のおそれが
ある場合などの要件が必
要になります。
　公益通報があった場合、

そのことを理由とした解雇
や、降格・自宅待機命令な
どの労働者に不利益な取り
扱いをすることが禁止され
ています。

改正法

　公益通報者保護法は、令
和2年に改正され今年の6
月より施行されます。
　今回の改正で、対象とな
る範囲が広がりました。具
体的には、保護される通報
者が会社の労働者に加え
て、退職した人やその会社
の役員も保護される対象と
なります。また通報の内容
も、刑事罰の対象だけでは
なく、行政罰の対象となる
ものも追加されました。
　事業者は、公益通報対応
業務への従事者を定めるこ
とと、内部の労働者などか
らの公益通報に適切に対応
する体制を整備することな
どが義務付けられました。
この措置は、常時使用する
労働者が300人以下の事業
者は、努力義務になってい
ます。企業が体制を整備し
ていない場合は、助言・指
導や勧告などの行政措置が
とられます。また、内部調
査などに従事する人には、
通報者を特定させる情報を
守秘する義務があり、これ
に違反すると刑事罰の対象
となります。また、行政機
関や報道機関などに通報す
る際の条件も見直しがされ
ました。
　内部通報制度を導入した
ことによって、違法行為へ
の抑止力が高まることや、
違法行為を是正する機会が
生まれるといった効果が現
れる企業もあるようです。
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　一時的に事業活動を縮小せざるを得なく
なった企業が、社員を人手不足の会社で一
定期間勤務させることを、雇用シェア（在
籍型出向）といいます。コロナ禍で観光に
関連する業界の需要が大幅に減少してお
り、大手企業だけではなく、中小企業でも
雇用シェアの活用が進んでいます。
　雇用シェアは、仕事が減った会社（出向
元企業）と人手不足の会社（出向先企業）と
の出向契約に基づいて行います。出向元企
業にとっては、雇用の維持や需要が回復し
た時の人員確保が容易になり、出向先企業
にとっては人手不足の解消や出向元企業と
の人的ネットワークの形成につながるなど、
様々なメリットがあります。また社員にと
っても、出向先企業で働くことで、自社で
は得られない経験ができ、能力向上に繋が
ります。
　実際に企業が雇用シェアに取り組む場

合、出向の送り出しや受け入れを経験した
ことがない企業が多く、知識やノウハウが
不足しています。また、出向元企業と出向
先企業のマッチングや出向契約の詳細の調
整など、手間と時間がかかることも課題で
す。
　雇用調整助成金の特例措置が今後段階的
に縮減されることが予定されており、政府
は雇用維持のために企業の雇用シェアを推
進するための様々な支援策を行っています。
厚生労働省は、具体的な出向事例や出向規
程、出向契約書のひな形などをまとめた、「在
籍型出向の“基本がわかる”ハンドブック」
を作成・公表しています。また、産業雇用
安定センターでは、在籍型出向を活用しよ
うとする企業のマッチング支援を行ってい
ます。さらに、新型コロナウイルス感染症
の影響により事業活動の一時的な縮小を余
儀なくされた企業が雇用シェアを活用する
場合の出向に要した賃金や経費の一部を助
成する、産業雇用安定助成金が創設されて
います。

雇用シェア

　食べ物や薬剤、昆虫の毒などにはアレル
ギー原因物質が含まれているものがあり、
人によってはアレルギー症状を示すことが
あります。
　このうち、皮膚や呼吸器など複数の臓器
に全身性にアレルギー反応があらわれて、
生命に危機を与え得る過敏反応を「アナフ
ィラキシー」といいます。時には血圧低下
や意識障害を伴う場合もあり、一刻も早く
医療機関で治療をしないと命にかかわるこ
ともあるので注意が必要です。
　アナフィラキシーの症状は、かゆみや全
身の発疹、咳や呼吸困難、腹痛や嘔吐など
があります。
　アナフィラキシーが疑われる場合には、
全身の状態をよく確認し、医療機関への搬
送を急ぎます。
　足を頭より高く上げた体位で寝かすこと
や、嘔吐する場合に備えて顔を横向きにし
ましょう。
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